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事 務 所 だ よ り  

 

令和３年５月号 

  

担当  杉山  友香    

新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」という）では、従

業員の休業が急激に増加、シフトで勤務する従業員について、新

型コロナの感染拡大によって従前のようにシフトに入ることができ

なくなった人が多く発生しました。新型コロナウイルス感染症対応

休業支援金・給付金により、休業手当を受け取ることのできないこ

のようなシフト制労働者（勤務日数や時間がシフトにより決定され

る労働者）に支援をする動きがあり、さらには、雇用保険の求職者給付でも支援が行われることになってい

ます。具体的には、新型コロナの影響によりシフトが減少したことにより退職したシフト制労働者の場合、  

以下のような取扱いになります。  

1. 労働契約に具体的な就労日数等の定めがある場合  

シフト制労働者で、例えば、以下に該当する方は「特定理由離職者」または「特定受給資格者」として認め

られる場合があります。  

 ・具体的な就労日数が労働条件として明示されている一方で、シフトを減らされた場合  

 ・契約更新時に従前の労働条件からシフトを減らした労働条件を提示されたため、更新  

を希望せずに退職した場合  

2.1 以外でシフトの減少により週の労働時間が 20 時間を下回ることとなる場合  

 2021 年 3 月 31 日以降に、以下の理由により退職した人は「特定理由離職者」として、雇用保険求職者

給付の給付制限を受けないこととなります。  

・シフト制労働者のうち、新型コロナの影響により、シフトが減少し（労働者が希望して減少した場合は除

く）、概ね 1 ヶ月以上の期間、労働時間が週 20時間を下回った、または下回ることが明らかになったことに

より退職した場合  

 「特定理由離職者」または「特定受給資格者」として認められることで、基本手当の給付制

限がなくなる等、退職者にとっては生活が安定する内容となります。シフト制労働者が  退

職するときには、その退職理由をしっかりと確認しておく必要が一層重要となります。  
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  労務管理に活かす最新の労働判例 

  「有期雇用契約の雇止」 
担当 伊東 毅  

 コロナ禍の影響や業務の減少、或いは仕事が出来ない等で、有期雇用契約の方を雇止め

を検討しなければならなくなった場合の留意点を紹介します。 

 労働契約法（労契法）19条には、有期雇用契約が自動更新されていて、 

①無期雇用契約と実質的に変わらない状態である場合（最高裁 S49.722「東芝柳町工場事件」）、または 

②今後も更新されると労働者が期待することに合理性がある場合（最高裁 S61.12.4「日立メディコ事件」）に

は、 

③労働者から更新することの申し出があった場合や雇止めに対して労働者から異議があった場合（紛争調停へ

の申立や訴訟提起など）は、 

④雇止めすることに、解雇と同じ理由がない場合には、使用者は同一の労働条件で更新を承諾したものとみな

す、とあります。 

 有期雇用契約だから当然に雇止めできるわけでなく、①と②に該当するような、更新  

手続きを簡略化して自動更新していれば、労働者から更新の申し出があれば同一の労働条

件で継続して雇用しなければならなくなります。 

 裁判が長期化して契約期間を超えた場合でも、再度更新されたものとして、その間の  

賃金と年６％の遅延損害金を認めた判例もあります。（福岡地判 R2.3.19「テヅカ事件」） 

 労務管理上留意すべき点は、ア．契約更新の要件を具体化 イ．更新する際の面談を実施することを行って

下さい。特に、ウ．雇止めの対象になる方には、改善指導を行いフィードバックをし、更にそれを繰り返し、

何回も改善機会を与えた実績を書面で記録して下さい。 

また、嘱託に限らず有期雇用契約について、普通解雇はもとより、懲戒解雇事由（「客観的で合理的で、社会

通念上相当」）があっても、「期間満了を待つことなく直ちに雇用を終了させざるを得ないような特別の重大な

やむを得ない事由」がなければ、契約期間の途中解約は出来ない（労契法 17条 1項、民法）という事について

もご留意下さい。 

 とどめは、有期雇用の場合は、パート・有期雇用労働法 8条（不合理な待遇の禁止）、9条（差別的取り扱い

の禁止）の対象となることです。 

 有期雇用契約であっても、正社員のような無期雇用契約を解雇する場合と同じ要件が必要になる場合がある

ので、このような制約の多いまた誤解しやすい有期雇用契約にこだわる必要はないかと思います。 

 

※お詫び※ 

先月号「お遍路にて」では、大変ご心配をお掛けするような表現を使い

ました。お気遣いやお見舞いのメールやお声掛けを頂き、誠に有難うご

ざいました。また、「車の中でよくやっているよ」など共感して頂きま

した。何より、この 1ヶ月は携帯電話への着信が極端に少なくなりまし

た。お気遣い頂きましたが大丈夫です。お電話、お待ちしています❣ 

 


